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土  木  部  長

           建設工事における安全確保及び橋梁工事における架設の安全対策について（通知）

    このことについて、建設省官房技術審議官並びに建設省都市局街路課長、道路局有料道路課長、国道課長
及び地方道課長から別添写しのとおり通知がありました。
　ついては、建設工事の施工に当たっては、工事請負契約書、土木工事共通仕様書及び土木工事安全施工技
術指針等に基づき、一層の安全確保のための適正な施工管理の徹底を図るとともに、橋梁工事における架設
の安全対策について点検、把握等を行い万全を期すよう貴所属職員へ周知徹底を図ってください。

土石流の発生・到着するおそれのある現場での工事における安全対策について

　土木工事における土石流による労働災害の防止を図るため、次のとおり実施し、適切な現場監督、指導を
行うこととする。（土石流防止対策フロー図参照）

１　請負者が実施する安全対策の支援
　工事の実施に際し、土石流に対する作業の安全性を確保するためには、土石流災害の危険性を十分確認し、
安全対策を実施することが重要である。このため、請負者が工事現場上流域の地形特性・気象特性等及び、
各工事現場の作業内容に応じた安全対策を実施できるよう、工事発注前に調査した次の内容について、情報
提供等による支援を行う。
（１）工事施工地の崩壊土砂流出危険地区又は、土石流危険渓流への該当の有無。
（２）気象・地形・地質特性、山地荒廃箇所及び、山地荒廃危険箇所の分布状況。
（３）過去に発生した土砂移動現象等の流域特性。
これらの内容は、工事着手前に詳細な説明を行うとともに、必要な資料を提供する。

２　請負者が実施する安全対策の積算上の取扱
　請負者の作業の安全性を確保するため、工事の積算において、次の安全対策費用を積み上げ安全費に計上
する。費用に関する歩掛については、別紙１のとおりとする。
　降雨量等の把握に要する雨量計の機器の設置撤去・維持管理及び、機器の使用料に要する費用。
　ただし、近接する複数の工事現場において、協議会等の連絡調整を図り、雨量計を共有する場合、発注後
において請負者からの安全確保に係る代替施設等の変更協義があった場合等については、現場の状況を検討
した上、変更契約等実態に即した適切な対応をすること。

３　施工計画書への反映
　工事の施工に先立ち作成される施工計画書において、土石流に対する安全対策に係る次の項目について明
記させるとともに、これに即した現場管理をさせることとする。
　（１）１による危険情報の周知
　（２）２による警成・避難基準雨量の設定
　（３）現場監視方法、緊急時の警報等の伝達方法及び、避難方法。
　（４）安全教育、訓練の実施方法、工事関係者への各情報の周知方法。
　また、請負者に上記の安全対策について取りまとめた、「土石流による労働災害防止のためのチェックリス
ト」を監督員に提出させ、監督員はこの内容について確認すること。

４　現場管理における方針
警成・避難基準雨量の設定
　土石流の発生に係る降雨の一定基準については、気象台が定める大雨警報発令のための基準雨量（別紙
参照）を目安とするが、各現場によって請負者がこれを定めるものとする。



警戒基準雨量に達する降雨があった場合の措置方針
　土石流の発生は降雨量に起因するため、降雨が基準雨量に達した場合には、作業を中止し、すみやかに
労働者を安全な場所に避難させること。なお、請負者の判断により作業を継続する場合については、別紙
２の「土石流による労働災害防止に係る特記仕様書」に基づき、監視人の配置又は、検知機器の設置等の
適切な措置を行わせることとする。

５　雨量計の設置基準
設置位置
　工事現場上流域全体の降雨が把握できる場所に設置することが望ましいが、操作性等を考慮して、現場
事務所等に設置することもできる。なお、建築物等による雨の跳ね返り、樹木等の影響がないようその設
置場所に十分考慮すること。

雨量計の種類
　自記式雨量計、簡易銅製雨量計等であり、気象庁の定める気象測器検定規則に適合したものであり、時
間雨量が把握できるものであることとする。

６　適用
　当内容は、平成10年６月１日以降の発注工事から適用する。平成10年５月31日以前の発注工事で９月
１日以降に終了予定の工事についても準用することとする。なお、契約においては別紙２の「土石流によ
る労働災害防止に係る特記仕様書」を添付すること。

別紙２

土石流による労働災害防止に係る特記仕様書

　本仕様書は、土石流による労働災害を防止し、建設工事における施工の安全性を確保するため、技術上の
留意事項や施工上必要な措置等の安全施工の技術指針を示したものである。
　本工事の施工においては、労働安全衛生規則（平成10年２月16日改正）第575条の９以下に規定される
土石流危険河川における建設工事が含まれるため、鳥取県土木工事共通仕様書のほか、本仕様書によるもの
とする。

１　適用
　　　当内容は、土石流の到達するおそれのある現場での工事に適用する。

２　工事内容の把握
   （１）鳥取県土木工事共通仕様書１－１－29の土木工事安全施工技術指針（以下、「技術指針」という。）
       第５章第１節１ ２に準ずること。
   （２）土石流が発生した場合には、現場で作業中の作業員に被害を与える危険性があることから、作業員
       の安全確保が図られるよう配慮する必要がある。このことを十分認識して工事内容を把握すること。

３　事前調査における共通事項
　　　技術指針第１章２節に準ずること。

４　事前調査における留意事項
　　　工事を安全に実施するため、次の事項について必要な調査を行い、その結果を記録しておくこと。
   （１）工事対象渓流並びに周辺流域について、気象特性や地形特性、土砂災害危険箇所の分布、過去に発
      生した土砂災害発生状況等、流域状況を調査すること。
   （２）災害が発生した後の現場のうち、再び災害が発生する危険性のある現場では、特に十分な調査を実
      施すること。

５　施工計画における共通事項
　　　技術指針第１章３節に準ずること。

６　施工計画における留意事項
   （１）事前調査事項に基づき、土石流発生の可能性について検討すること。その結果に基づき上流の監視
       方法、情報伝達方法、避難路、避難場所を定めておくこと。
   （２）降雨、融雪、地震があった場合の警戒・避難のための基準を定めておくこと。このため、必要な気
       象資料等の把握の方法を定めておくこと。
　 （３）土石流の前兆現象を把握した場合の対応について検討しておくこと。
　 （４）安全教育については、避難訓練を含めたものとすること。
　 （５）同一渓流内で複数の発注機関により発注された工事関係者が同時に工事を実施する場合、工事関係

者間の十分な連携が図れるよう、連絡協議会等の体制を整えておくこと。
　 （６）上記の工事現場に即した安全管理に関する内容について、別添「土石流による労働災害防止のため

の事前調査チェックリスト」を作成し、監督員に提出すること。

７　現場管理
   （１）土石流が発生した場合にすみやかにこれを知らせるための警報設備を設け、常に有効に機能するよ

う点検、整備を行うこと。
   （２）避難方法を検討のうえ、避難場所・避難経路の確保を図るとともに、常に有効に機能するよう点検、

整備を行うこと。避難経路に支障がある場合には登り桟橋、はしご等の施設を設けること。
　 （３）「土石流の到達するおそれのある工事現場」での工事であること並びに警報設備、避難経路等につ

いて、その設置湯所、目的、使用方法を工事関係者に周知すること。



　 （４）現場の時間雨量を把握するとともに、必要な情報の収集体制その伝達方法を確立しておくこと。な
お、積雪期においては、積雪状況、気温等も合わせて把握すること。

　 （５）警成の基準雨量に達した場合は、必要に応じて、上流の監視、検知機器の設置等を行い、工事現場
に土石流が到達する前に避難できるよう、連絡及び避難体制を確認して工事現場関係者へ周知する
こと。

　 （６）融雪又は土石流の前兆現象を把握した湯合は、気象条件等に応じて、上流の監視、作業中止、避難
等、必要な措置をとること。

　 （７）避難の基準雨量に達した場合又は、地震があったことによって土石流の発生のおそれのある場合に
は、直ちに作業を中止し作業員を避難場所に避難させるとともに、作業の中止命令を解除するまで、
土石流到達危険範囲内に立ち入らないように作業員に周知すること。

　 （８）作業の中止命令を解除した後の工事再開に当たっては、工事中の安全に支障となるような流域状況
の変化がないか確認し、必要に応じて監視方法の見直し等を行うこと。

　 （９）工事の進捗に応じて、工事範囲、施工方法等変化することを確認し、連絡体制、避難体制等の見直
しを行うこと。

　 （10）工事現場に係わる情報（降雨量、写真、流水の濁りや流量の状況）を時系列に整理・保存しておく
こと。

　 （11）土石流に関する教育や講習会、避難訓練等を実施すること。なお、避難訓練は工事開始後遅滞なく
１回、その後６ケ月以内ごと１回行い、その結果を記録したものを３年間保存すること。

雨量計設置にかかる費用について

　雨量計については損料計上とし、下表を参照する。本雨量計については、雨量計、記録装置、連結テーブ
ルが含まれており、設計計上については、
　　　　　　　　　　　　　　　　「観測日数（日）×損料（円）」で計上することとする。
　なお、本表は自記式雨量計の場合であり、規格の異なる場合には別途考慮する。



     土石流による労働災害防止のための事前調査チェックリスト

No.１



No.2





土石流の発生・到着するおそれのある現場での工事における安全対策について

　土木工事における土石流による労働災害の防止を図るため、次のとおり実施し、適切な現場監督、指導を
行うこととする。（土石流防止対策フロー図参照）

１　請負者が実施する安全対策の支援
　工事の実施に際し、土石流に対する作業の安全性を確保するためには、土石流災害の危険性を十分確認し、
安全対策を実施することが重要である。このため、請負者が工事現場上流域の地形特性・気象特性等及び、
各工事現場の作業内容に応じた安全対策を実施できるよう、工事発注前に調査した次の内容について、情報
提供等による支援を行う。
（１）工事施工地の崩壊土砂流出危険地区又は、土石流危険渓流への該当の有無。
（２）気象・地形・地質特性、山地荒廃箇所及び、山地荒廃危険箇所の分布状況。
（３）過去に発生した土砂移動現象等の流域特性。
これらの内容は、工事着手前に詳細な説明を行うとともに、必要な資料を提供する。

２　請負者が実施する安全対策の積算上の取扱
　請負者の作業の安全性を確保するため、工事の積算において、次の安全対策費用を積み上げ安全費に計上
する。費用に関する歩掛については、別紙１のとおりとする。
　降雨量等の把握に要する雨量計の機器の設置撤去・維持管理及び、機器の使用料に要する費用。
　ただし、近接する複数の工事現場において、協議会等の連絡調整を図り、雨量計を共有する場合、発注後
において請負者からの安全確保に係る代替施設等の変更協義があった場合等については、現場の状況を検討
した上、変更契約等実態に即した適切な対応をすること。

３　施工計画書への反映
　工事の施工に先立ち作成される施工計画書において、土石流に対する安全対策に係る次の項目について明
記させるとともに、これに即した現場管理をさせることとする。
（１）１による危険情報の周知
（２）２による警成・避難基準雨量の設定
（３）現場監視方法、緊急時の警報等の伝達方法及び、避難方法。
（４）安全教育、訓練の実施方法、工事関係者への各情報の周知方法。
　また、請負者に上記の安全対策について取りまとめた、「土石流による労働災害防止のためのチェックリス
ト」を監督員に提出させ、監督員はこの内容について確認すること。

４　現場管理における方針
警成・避難基準雨量の設定
　土石流の発生に係る降雨の一定基準については、気象台が定める大雨警報発令のための基準雨量（別紙
参照）を目安とするが、各現場によって請負者がこれを定めるものとする。

警戒基準雨量に達する降雨があった場合の措置方針
　土石流の発生は降雨量に起因するため、降雨が基準雨量に達した場合には、作業を中止し、すみやかに
労働者を安全な場所に避難させること。なお、請負者の判断により作業を継続する場合については、別紙２の「土石流による労働災害防止に係る特記仕様書」に基づき、監視人の配置又は、検知機器の設置等の
適切な措置を行わせることとする。

５　雨量計の設置基準
設置位置
　工事現場上流域全体の降雨が把握できる場所に設置することが望ましいが、操作性等を考慮して、現場
事務所等に設置することもできる。なお、建築物等による雨の跳ね返り、樹木等の影響がないようその設
置場所に十分考慮すること。

雨量計の種類
　自記式雨量計、簡易鋼製雨量計等であり、気象庁の定める気象測器検定規則に適合したものであり、時
間雨量が把握できるものであることとする。

６　適用
　当内容は、平成10年６月１日以降の発注工事から適用する。平成10年５月31日以前の発注工事で９月１
日以降に終了予定の工事についても準用することとする。なお、契約においては別紙２の「土石流による労
働災害防止に係る特記仕様書」を添付すること。



建設省都街発第44号
建設省道有発第48号の１
建設省道国発第19号の２
建設省道地発第22号
平成10年６月12日

                                                       
建　設　省

都市局街路課長
鳥取県土木部長　　　殿　　
                                                       道路局有料道路課長

                    道路局国道課長

道路局地方道課長

          　　　橋梁工事における架設の安全対策について　
　　

 

　６月10日、正午頃、愛媛県今治市馬島内の西瀬戸自動車道の来島第三大橋馬島高架部鋼上部工工事におけ
る解体中の仮設桁が落下し、ＪＶ職員等７名が死亡、１名が負傷するという事故が発生した。
　事故の原因等詳細については、現在、本州四国連絡橋公団にて調査中である。
　ついては、下記について、点検、把握等を行い万全を期されたい。
　なお、貴管下市町村（政令指定都市を除く）及び関係公社等に対しても、この旨周知徹底されたい。

記

(点検対象）
　 橋梁工事における架設の安全対策

                                                       平成10年６月12日
                                                       建設省技調発第136号

 
各 地 方 建 設 局 長          

北 海 道 開 発 局 長          

沖縄総合事務局長          

様 

　　
                                                      建設大臣官房技術審議官

          　　　建設工事における安全確保について　
　　

 

　建設工事の安全確保については、従来から工事請負契約書、土木工事共通仕様書及び土木工事安全施工技
術指針等に基づき対策が講じられているところであるが、今般の愛媛県今治市馬島内の西瀬戸自動車道の来
島第三大橋馬島高架部工事における解体中の仮設桁落下による重大事故発生に鑑み、 かかる事故の再発を防
ぐため、 貴職所掌の建設工事の施工にあたっては、一層の安全確保のための適正な施工管理の徹底が図られ
るよう措置されたい。

                                                       平成10年６月12日
                                                       建設省技調発第136号
鳥取県土木部長　　　殿　　
                                                       建設大臣官房技術審議官

          　　　建設工事における安全確保について　
　　

  標記について、平成10年６月12日付け建設省技調発第136号により別紙のとおり各地方建設局長、 北海
道開発局長、沖縄総合事務局長あて通知したので参考のため通知する。
　なお、 貴管下関係市町村（政令指定都市を除く）及び関係公社等に対しても、この旨周知方お願いする。

　　　


